
附属明細書
１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細 （単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額

減損損失累計額 差引当期末残高 摘 要
当期償却額

建 物 419¶695¶503 0 0 419¶695¶503 105¶081¶777 17¶723¶370 0 314¶613¶726

構 築 物 248¶493¶429¶261 292¶120¶858 40¶981¶580 248¶744¶568¶539 44¶227¶232¶820 8¶043¶278¶133 0 204¶517¶335¶719

機 械 装 置 273¶017¶246 0 3¶301¶609 269¶715¶637 217¶801¶098 38¶269¶308 0 51¶914¶539
有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

車両運搬具 2¶215¶290 0 0 2¶215¶290 2¶104¶526 0 0 110¶764

工具器具備品 1¶357¶990 0 0 1¶357¶990 1¶290¶106 0 0 67¶884

建設仮勘定 33¶107¶794¶306 0 0 33¶107¶794¶306 0 0 33¶107¶794¶305 1

計 282¶297¶509¶596 292¶120¶858 44¶283¶189 282¶545¶347¶265 44¶553¶510¶327 8¶099¶270¶811 33¶107¶794¶305 204¶884¶042¶633

建 物 27¶867¶565 0 0 27¶867¶565 6¶977¶375 1¶176¶823 0 20¶890¶190

構 築 物 18¶337¶821¶012 0 2¶721¶156 18¶335¶099¶856 3¶201¶046¶594 580¶878¶655 0 15¶134¶053¶262

機 械 装 置 17¶592¶479 0 219¶225 17¶373¶254 14¶369¶083 2¶480¶793 0 3¶004¶171有 形 固 定 資 産
（償却費損益外） 車両運搬具 147¶094 0 0 147¶094 139¶739 0 0 7¶355

工具器具備品 90¶170 0 0 90¶170 85¶662 0 0 4¶508

計 18¶383¶518¶320 0 2¶940¶381 18¶380¶577¶939 3¶222¶618¶453 584¶536¶271 0 15¶157¶959¶486

２ 有価証券関係
\ 時価評価されていない主な有価証券の内容

（単位：円）

区 分 貸借対照表計上額

譲 渡 性 預 金 11¶400¶000¶000

] 満期保有目的の債券の決算日後における償還予定額 （単位：円）

区 分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

譲 渡 性 預 金 11¶400¶000¶000 0 0 0

計 11¶400¶000¶000 0 0 0

] 金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで
あります。

（単位：百万円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

{ 現金及び預金 122 122 `

| 有価証券 11¶400 11¶400 `

} 未収入金 144 144 `

~ 未払金 (103) (103) `

（注１） 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
（注２） 金融商品の時価の算定方法に関する事項
{ 現金及び預金、| 有価証券、} 未収入金、~ 未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
帳簿価額によっております。
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６ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の平成23年３月末利回りを参考にして1•255％で計算しております。

７ リース取引の処理方法
リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。
８ 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
ただし、キャッシュ・フロー計算書の消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

注記事項
鉄道勘定
１ キャッシュ・フロー計算書関係
キャッシュ・フロー計算書の資金の期末残高の貸借対照表科目の内訳

現金預金 122¶045¶163円
G G G G G G G G

資金期末残高 122¶045¶163円

３ 重要な債務負担行為
該当はありません。

４ 重要な後発事象
該当はありません。

５ 金融商品関係
\ 金融商品の状況に関する事項

機構の有価証券は、銀行預金として譲渡性預金のみを保有しており国債等は保有して
おりません。
未収入金は、主に高速道路会社に対するものであり、回収可能性は高いものでありま
す。
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